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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期

第３四半期
連結累計期間

第９期
第３四半期
連結累計期間

第８期

会計期間
自2019年４月１日
至2019年12月31日

自2020年４月１日
至2020年12月31日

自2019年４月１日
至2020年３月31日

売上高 （百万円） 349,651 313,002 465,946

経常利益 （百万円） 17,874 15,093 23,475

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 11,690 9,440 7,476

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 12,563 12,049 6,135

純資産額 （百万円） 209,202 209,399 201,198

総資産額 （百万円） 478,939 495,023 470,004

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 188.79 152.46 120.73

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 40.4 39.2 39.6

 

回次
第８期

第３四半期
連結会計期間

第９期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2019年10月１日
至2019年12月31日

自2020年10月１日
至2020年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 64.74 76.24

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高は消費税及び地方消費税抜きの金額である。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

４．当社は、2020年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っている。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定している。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。また、主要な

関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はない。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものである。

 

１．財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、新型コロナウイルス感染拡大により市民生活や企業活動の停滞

を余儀なくされた。その後の中国や米国における早期の経済活動回復に続き、他の地域でも回復の動きがみられる

が、先行きの不透明感は継続している。わが国経済は停滞していた経済活動の再開により、自動車など回復の動きが

みられる分野があるものの、予断を許さない状況が続いている。

このような環境下、当社グループにおいては、パソコンや日用品関連分野の需要は堅調に推移し続けており、自

動車関連分野では二次合金分野などで販売が回復してきているものの、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、

全セグメントで売上高が前年同期を下回った。

当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績については、売上高は前年同期の3,496億51百万円に比べ366億

49百万円(10.5%)減の3,130億２百万円となり、営業利益は前年同期の180億40百万円から24億81百万円(13.8%)減の

155億59百万円、経常利益は前年同期の178億74百万円から27億81百万円(15.6%)減の150億93百万円となった。ま

た、親会社株主に帰属する四半期純利益については、前年同期の116億90百万円から22億50百万円(19.2%)減の94億

40百万円となった。

なお、当社グループでは、2020年３月期を初年度とする３ヵ年の中期経営計画で、①新商品・新ビジネスの創

出、②成長に向けた資源投入、③経営基盤強化を基本方針とし、持続的成長と中長期的な企業価値向上を図ってい

る。
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セグメントごとの経営成績は、次のとおりである。

（アルミナ・化成品、地金）

　アルミナ・化成品部門においては、主力の水酸化アルミニウム及びアルミナ関連製品で耐火物向けや自動車関連な

どの需要が落ち込み、化学品関連では凝集剤や無機塩化物などの販売減少により、売上高は前年同期を下回り、採算

面でも前年同期に比べ減益となった。

　地金部門においては、主力の自動車向け二次合金分野では自動車関連ビジネス全体が停滞した影響により、国内、

海外ともに販売が大きく減少した。中国や米国に続き、日本やタイでも販売が回復してきているものの、売上高は前

年同期を下回り、採算面でも前年同期に比べ減益となった。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間のアルミナ・化成品、地金セグメントの売上高は前年同期の783億39百万

円に比べ138億29百万円(17.7%)減の645億10百万円、営業利益は前年同期の91億５百万円から22億27百万円(24.5%)減

の68億78百万円となった。

（板、押出製品）

　板製品部門においては、半導体・液晶製造装置向け厚板の販売量は前年同期を上回り、板加工製品はパソコン需要

の好調継続により前年同期と比べ販売が増加したものの、自動車向けや建材向けなどの販売減少により、売上高は前

年同期を下回った。採算面では板加工製品の販売増により、前年同期に比べ増益となった。

　押出製品部門においては、自動車関連向けでの需要回復がみられるものの、建材関連などでの販売減少により、売

上高は前年同期を下回り、採算面でも前年同期に比べ減益となった。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の板、押出製品セグメントの売上高は前年同期の776億65百万円に比べ73

億18百万円(9.4%)減の703億47百万円となったが、営業利益は前年同期の27億98百万円から４億円(14.3%)増の31億98

百万円となった。

（加工製品、関連事業）

　輸送関連部門においては、トラック架装事業はトラック需要減少の影響に加え、トラックを含む自動車関連ビジネ

ス全体での停滞があった影響もあり、売上高は前年同期を下回り、採算面でも前年同期と比べ減益となった。

　パネルシステム部門においては、クリーンルーム分野では、５Ｇ（第５世代移動通信システム）関連などの電子部

品工場向けや医療・医薬関連は堅調であったものの、冷凍・冷蔵分野では、食品加工工場や店舗向けの物件における

計画延期の動きなどもあり、売上高は前年同期を下回った。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の加工製品、関連事業セグメントの売上高は前年同期の1,251億89百万円

に比べ120億７百万円(9.6%)減の1,131億82百万円、営業利益は前年同期の61億59百万円から11億72百万円(19.0%)減

の49億87百万円となった。

（箔、粉末製品）

　箔部門におきましては、リチウムイオン電池外装用箔はパソコン需要の好調継続に加え自動車需要が回復してきて

いることもあり販売が増加し、日用品関連も巣ごもり需要を受け堅調に推移した。医薬向け加工箔での販売減少が

あったものの、部門全体の売上高は前年同期を上回った。

　パウダー・ペースト部門においては、粉末製品では電子材アルミパウダーはパソコン需要の好調などにより堅調な

販売となったが、ペースト製品は主力の自動車塗料向けの販売が減少したことから、部門全体の売上高は前年同期を

下回った。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の箔、粉末製品セグメントの売上高は前年同期の684億58百万円に比べ34

億95百万円(5.1%)減の649億63百万円となったが、営業利益は前年同期の26億69百万円から２億57百万円(9.6%)増の

29億26百万円となった。

 

財政状態については、当第３四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金の増加などにより、前連結会計年

度末と比べ250億19百万円増の4,950億23百万円となった。

負債は、長期借入金の増加などにより、前連結会計年度末と比べ168億18百万円増の2,856億24百万円となった。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金の増加などにより、前連結会計年度末と

比べ82億１百万円増の2,093億99百万円となった。

なお、自己資本比率は前連結会計年度末の39.6%から39.2%となった。
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２．経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はな

い。

 

３．事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更

はない。また、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容等（会社法施行規則第118

条第３号に掲げる事項）についても、変更はない。

 

４．研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費の金額は4,603百万円である。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

（注）2020年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施している。これにより、発行可能株式総数は

200,000,000株となっている。

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末　

現在発行数（株）
（2020年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2021年２月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 61,993,750 61,993,750
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数　100株

計 61,993,750 61,993,750 － －

（注）2020年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施している。これにより、発行済株式総数は

557,943,750株減少し、61,993,750株となっている。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はない。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はない。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2020年10月１日 △557,944 61,994 － 46,525 － 30,942

（注）2020年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施している。

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2020年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。

従って、2020年10月１日を効力発生日とする株式併合（普通株式10株を１株に併合）は反映されていない。

①【発行済株式】

    2020年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

　無議決権株式  － － －

　議決権制限株式（自己株式等）  － － －

　議決権制限株式（その他）  － － －

　完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 566,800 － 単元株式数100株

　完全議決権株式（その他） 普通株式 618,768,600 6,187,686 同上

　単元未満株式 普通株式 602,100 － 一単元（100株）未満の株式

　発行済株式総数  619,937,500 － －

　総株主の議決権  － 6,187,686 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が9,700株（議決権の数97個）含まれて

いる。

　　　　２．2020年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施している。これにより、発行済株式

総数は557,943,750株減少し、61,993,750株となっている。

 

②【自己株式等】

    2020年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

当社
東京都港区新橋１丁

目１番１３号
566,800 - 566,800 0.09

計 － 566,800 - 566,800 0.09

　（注）当第３四半期会計期間に2020年10月１日を効力発生日とする株式併合（普通株式10株を１株に併合）及びこれ

に伴い自己株式の取得等を行ったため、当第３四半期会計期間末の自己株式数は77,999株となっている。

 

２【役員の状況】

該当事項はない。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成している。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から2020

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 36,349 60,811

受取手形及び売掛金 133,033 130,399

商品及び製品 28,513 26,832

仕掛品 19,309 19,908

原材料及び貯蔵品 18,788 19,596

その他 10,767 12,766

貸倒引当金 △385 △397

流動資産合計 246,374 269,915

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 55,514 57,453

機械装置及び運搬具（純額） 49,104 49,445

工具、器具及び備品（純額） 5,658 6,408

土地 54,587 54,641

建設仮勘定 8,894 7,177

有形固定資産合計 173,757 175,124

無形固定資産   

のれん 1,555 1,222

その他 4,312 5,320

無形固定資産合計 5,867 6,542

投資その他の資産   

その他 44,273 43,691

貸倒引当金 △267 △249

投資その他の資産合計 44,006 43,442

固定資産合計 223,630 225,108

資産合計 470,004 495,023
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 63,826 67,953

短期借入金 62,670 64,177

未払法人税等 2,654 2,085

その他 33,191 31,575

流動負債合計 162,341 165,790

固定負債   

社債 653 621

長期借入金 69,299 83,705

退職給付に係る負債 20,115 20,529

堆砂対策引当金 10,609 9,245

その他 5,789 5,734

固定負債合計 106,465 119,834

負債合計 268,806 285,624

純資産の部   

株主資本   

資本金 46,525 46,525

資本剰余金 18,983 18,992

利益剰余金 119,108 125,451

自己株式 △69 △107

株主資本合計 184,547 190,861

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,230 3,143

繰延ヘッジ損益 △120 32

土地再評価差額金 145 145

為替換算調整勘定 1,084 1,389

退職給付に係る調整累計額 △1,611 △1,440

その他の包括利益累計額合計 1,728 3,269

非支配株主持分 14,923 15,269

純資産合計 201,198 209,399

負債純資産合計 470,004 495,023
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

売上高 349,651 313,002

売上原価 279,639 248,683

売上総利益 70,012 64,319

販売費及び一般管理費 51,972 48,760

営業利益 18,040 15,559

営業外収益   

その他 2,782 2,893

営業外収益合計 2,782 2,893

営業外費用   

支払利息 914 802

その他 2,034 2,557

営業外費用合計 2,948 3,359

経常利益 17,874 15,093

税金等調整前四半期純利益 17,874 15,093

法人税、住民税及び事業税 3,693 3,526

法人税等調整額 1,161 1,176

法人税等合計 4,854 4,702

四半期純利益 13,020 10,391

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,330 951

親会社株主に帰属する四半期純利益 11,690 9,440
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

四半期純利益 13,020 10,391

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 429 951

繰延ヘッジ損益 17 152

為替換算調整勘定 △606 541

退職給付に係る調整額 97 186

持分法適用会社に対する持分相当額 △394 △172

その他の包括利益合計 △457 1,658

四半期包括利益 12,563 12,049

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 11,366 10,981

非支配株主に係る四半期包括利益 1,197 1,068
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【注記事項】

（追加情報）

新型コロナウイルス感染拡大に伴う会計上の見積りについて

　当四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表作成にあたり、新型コロナウイルス感染症の影響については、前連

結会計年度の会計上の見積りを行うにあたり設定した一定の仮定から重要な変更は行っていない。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

前連結会計年度（2020年３月31日）

　当社の連結子会社である日本軽金属㈱が保有する雨畑ダム（山梨県南巨摩郡早川町）上流の雨畑川の水位が

2019年８月の台風10号、同年10月の台風19号などによる豪雨の影響を受け上昇したことにより、周辺地域で浸水

被害が発生した。現在、地域の皆様の安全を最優先に、関係各所との連携により地域復旧と浸水被害を防ぐため

の応急対策を進めている。

　また、国土交通省より抜本的な解決に向け、堆砂対策の計画を取りまとめ、計画的に取り組むよう指導されて

いる。

　この状況を厳粛に受け止め、日本軽金属㈱は国土交通省、山梨県及び早川町との４者で構成する雨畑地区土砂

対策検討会を設立し、周辺地域における浸水被害発生に対する応急対策、及び堆積土砂の抜本対策について検討

を重ねた結果、雨畑地区の堆砂対策の内容について、国土交通省、山梨県、早川町から同意を得た。

　この内容に基づき、現時点においては、堆砂対策の計画として金額を合理的に見積ることが可能な2020年度か

ら2021年度にかけて実施する内容に係る引当金を堆砂対策引当金という名称で連結貸借対照表に計上している。

なお、2022年度以降に実施を計画している内容については土砂の搬出先候補の拡大及び搬出方法の課題解決が必

要であり、その負担額を合理的に見積ることが困難であるため、連結財務諸表に反映していない。

 

当第３四半期連結会計期間（2020年12月31日）

　当社の連結子会社である日本軽金属㈱が保有する雨畑ダム（山梨県南巨摩郡早川町）上流の雨畑川の水位が

2019年８月の台風10号、同年10月の台風19号などによる豪雨の影響を受け上昇したことにより、周辺地域で浸水

被害が発生した。現在、地域の皆様の安全を最優先に、関係各所との連携により地域復旧と浸水被害を防ぐため

の応急対策を進めている。

　また、国土交通省より抜本的な解決に向け、堆砂対策の計画を取りまとめ、計画的に取り組むよう指導されて

いる。

　この状況を厳粛に受け止め、日本軽金属㈱は国土交通省、山梨県及び早川町との４者で構成する雨畑地区土砂

対策検討会を設立し、周辺地域における浸水被害発生に対する応急対策、及び堆積土砂の抜本対策について検討

を重ねた結果、雨畑地区の堆砂対策の内容について、国土交通省、山梨県、早川町から同意を得た。

　この内容に基づき、現時点においては、堆砂対策の計画として金額を合理的に見積ることが可能な2020年度か

ら2021年度にかけて実施する内容に係る引当金を堆砂対策引当金という名称で四半期連結貸借対照表に計上して

いる。なお、2022年度以降に実施を計画している内容については土砂の搬出先候補の拡大及び搬出方法の課題解

決が必要であり、その負担額を合理的に見積ることが困難であるため、四半期連結財務諸表に反映していない。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとお

りである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

減価償却費 13,859 百万円 14,238 百万円

のれんの償却額 333  333  

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年12月31日）

　配当金支払額

　(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月25日

定時株主総会
普通株式 3,097 5.00 2019年３月31日 2019年６月26日 利益剰余金

2019年11月５日

取締役会
普通株式 2,477 4.00 2019年９月30日 2019年12月２日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

　配当金支払額

　(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月24日

定時株主総会
普通株式 3,097 5.00 2020年３月31日 2020年６月25日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

 
アルミナ・
化成品、
地金

板、
押出製品

加工製品、
関連事業

箔、
粉末製品

計

売上高        

外部顧客への売上高 78,339 77,665 125,189 68,458 349,651 － 349,651

セグメント間の内部売上高又

は振替高
27,644 18,005 8,949 330 54,928 △54,928 －

計 105,983 95,670 134,138 68,788 404,579 △54,928 349,651

セグメント利益 9,105 2,798 6,159 2,669 20,731 △2,691 18,040

（注）１．セグメント利益の調整額△2,691百万円は全社費用である。その主なものは当社及び日本軽金属㈱の本社の総

務、人事、経理等の管理部門に係る費用である。

     ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はない。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

 
アルミナ・
化成品、
地金

板、
押出製品

加工製品、
関連事業

箔、
粉末製品

計

売上高        

外部顧客への売上高 64,510 70,347 113,182 64,963 313,002 － 313,002

セグメント間の内部売上高又

は振替高
21,681 16,201 8,906 334 47,122 △47,122 －

計 86,191 86,548 122,088 65,297 360,124 △47,122 313,002

セグメント利益 6,878 3,198 4,987 2,926 17,989 △2,430 15,559

（注）１．セグメント利益の調整額△2,430百万円は全社費用である。その主なものは当社及び日本軽金属㈱の本社の総

務、人事、経理等の管理部門に係る費用である。

     ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はない。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

１株当たり四半期純利益 188円79銭 152円46銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 11,690 9,440

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
11,690 9,440

普通株式の期中平均株式数（千株） 61,921 61,916

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２．当社は、2020年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っている。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定している。

２【その他】

　該当事項はない。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年２月15日

日本軽金属ホールディングス株式会社

取 締 役 会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東　　京　　事　　務　　所
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中村　裕輔　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小宮山　高路　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 清水　幹雄　　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本軽金属ホー

ルディングス株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2020年10月

１日から2020年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本軽金属ホールディングス株式会社及び連結子会社の2020年12月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

強調事項

　注記事項（四半期連結貸借対照表関係）偶発債務に記載されているとおり、会社の連結子会社である日本軽金属㈱が保

有する雨畑ダムの堆砂対策の計画のうち、2022年度以降に実施を計画している内容については土砂の搬出先候補の拡大及

び搬出方法の課題解決が必要であり、その負担額を合理的に見積ることが困難であるため、四半期連結財務諸表に反映し

ていない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四

半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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